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地域社会学における地方自治体研究の現代的課題

中筋直哉

１．はじめに

本論は，地域社会学の立場から現代日本の地方自治体')を研究する際の課題を理

論的・概括的に示すことを目的とする。

まず第２節で，地域社会学の代表的な方法論の１つである「自治体行財政の社

会過程分析」の可能性と問題点について，旧稿「構造分析から社会過程分析へ」を

省みつつ論じる。その際「構造」概念をめぐる新たな考察を加えたい。次に第３

節で，1990年代後半の日本社会の問題状況とそれに対応する社会学の言説をいく

つか読み解くことを通して，現代日本における地域社会研究の基本方針を導き出す。

そして第４節で，以上の議論を踏まえた地方自治体研究の具体的方向を指し示し

たい。

なお，諸般の事情からこの数年本格的なフィールドワークに従事できなかったた

め，本論が理論的・概括的な検討に留まることをはじめに断っておきたい。

2．旧稿「構造分析から社会過程分析へ」の再検討：新たな

構造概念の模索

旧稿は，蓮見音彦・似田貝香門をリーダーとする社会学者のグループが行ってき

た地域社会研究の成果を理論的・方法論的に再検討するものであった2)。彼らの方

法論は「自治体行財政の社会過程分析」と名づけられている。地方自治体の行財政

過程（具体的には歳出構成，政策執行上の意思決定過程および地方議会の政治過程）

を，財政学，行政学，政治学などの専門諸学に学びつつ社会学的に再構成したとこ

ろに，住民諸団体の運動・活動過程の社会学的分析を重ね合わせて，両者の連接化・

分節化として地域社会の展開過程を解明するものである。

この方法論の原型は，福武直（1917-1989）が創案した村落（具体的には藩制

村から明治期行政村程度の規模）の構造分析である。これは日本社会の民主化とい
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うllli値関心と社会政策学的な志向に基づいて，戦後農政の浸透過程を村落を織成す

る家々の結合形態（同族結合／講組結合）と関連づけて分析するものだった。構造

とは，具体的には日本的家族主義に基づいて営まれてきた家々の結合形態のことで

あり，市場経済の浸透と国家の合理的政策がもたらす民主的｡個人主義的な結合

(組合的結合）に対立する。

これに対して蓮見・似田貝らは，６０年代の地域|淵発の時代を経て大きく変貌し

た地域社会一とくに７０年代の住民運動と革新に1治体の族生一を分析するため

に，対象を市町村合01;後の地方自治体規模にまで拡張した。また構造分析の理論的

な限界一近代化途上の農村社会に対応する方法では全般的都市化状況にある７０

年代以降の都市社会を分析できない－を克服するために，調査・分析の単位を家

と村落のセットから住民団体と地方自治体のセットに置き換えた。両者の関係も構

造から社会過程（住民１１'１からの地域形成と自治体ｌＩ１からの社会的編成の連接化・分

節化）へと切り換えたのである。さらに，都市社会の多様で多元的な現実を捉える

ために，狭義の地域社会学を超えるさまざまな分野の社会学者の参加を求めるよう

になったことも指摘すべきだろう3)。このような進展を，私は旧稿において次のよ

うに総括した。

」|n万行政機構に固有の論１１１１や国家の地力統治戦略が住民諸団体の運動・活動に対して

抑圧的なかたちで沈殿していくという，「ltMi造化」とも呼び得るような過腿が見出され

る。結果的に「|EI治体行１１ｲ政の社会過程分析」は「ｲｶﾞ造分析」的な外観を帯びることに

なるのである。しかし，あくまで「地域社会の腰Ｉ)｜1」への展望という初発のllli([d理念を

堅持するならば，「構造分|『」に定着することは許されない。分析をより精微にするこ

と，またより多様な行政過$111を研究することをi、して「|Ni造化」の過程に潜む「裂け目」

を兇ｌｌＬ，そこから「団体自冷」の可能性を最大'1Nに摘'１'しなければならない。ここに

｢IL1治体行財政の社会過秘分析」の将来的課題が兇111されるのである。

将来的課題とは次の３点である。第１に，調査・分析を貫く地域社会の構成単

位の設定についてである。社会過程分析は住民運動と革新自治体の族生という事態

をうけて住民団体を地域社会の主たる構成111位とした。ところがその後革新自治体

は次々と崩壊し，「住民iＭ１の冬の'1守代」といわれる||寺期も経過した。最近のNPO，

ＮＧＯの活発化にしても，７０年代の住民運動の枠内に収まるものとはいえないだろ

うｲ)。また社会過程分析は，住民団体と地方自治体のセットでは必ずしも掬いきれ

ない市民の存在を家族という111位で捉えようとしてきたが，これにしても最近の家
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族研究において意識・規範的１１１１面からも形態的111面からも「近代家族のゆらぎ」が

指摘されてきており5)，ただ並列的に追加するわけにはいかないだろう。さらに社

会過程分析は，そうした単位の背景にマルクス主義的な階級・階層柵造を重ね合わ

せてきたが，これも最近の社会階層研究の進展ぶりや不平等概念の再検討の試みを

踏まえるならば，もはや当然の前提とするわけにはいかないだろう6)。理論的・方

法論的に有効な，新たな単位の設定が必要である。

第２に，社会過程分析の重点的な対象である地方自治体を行財政過程としての

み捉えることについてである。従来の分析の問題点は，財政という対象の本性から

自ずと自治体の静態的・自己保存的な側面を強調しすぎることになり，初発の関心

に適うような動態的・変革的な側面を十分に描き出せなくなるという矛盾にあった。

またそうした「中心志向的な」視野の絞り方が自治体の多様かつ微細な活動実態を

視野の外に置いてしまいがちであることも問題である。所得再分配装置といった定

型化されたイメージにとらわれずに，動態的かつ多元的な１１１面も含めて地方自治体

の実態を描き出すことを可能にする，新たな視野が必要である。

第３に，社会過程分析の結果見出された地域社会の展開可能性が，より広い範

囲の市民に共有される可能性を検証する方法の問題がある。これがなければ分析結

果は特殊な一事例に１Wまるだろう。構造分析が潜在する主体性を見}l}す方法として

農家世帯主の意識調査を伴っていたのに倣って7)，社会過程分析も意識調査を含む

｢市民生活実態調査」を用意してきたが，これまで十分に活用されてきたわけでは

なく，また方法として意識調査が適切かどうかという基本的な問題も検討されては

こなかった。

ところで，旧稿では検討しなかったが，ここでぜひ検討しておきたいことがある。

それは構造分析の「構造」概念をめぐる問題である。社会過程分析は地域社会の展

開を重点的に分析するためにあえて構造概念からの離脱を図ったわけだが（かわり

に社会的編成という術語を用意)，地域社会学のなかには依然l1li造概念を堅持する

研究者が少なくなかった。ある場合には，それは国家内における経済機構・行政機

構の不均等な配置を指すのに用いられてきた。またある場合には，それはマルクス

主義的な意味での階級・階層構造を指すのに用いられてきた。いずれも地域社会の

非変動的１１'lmiをマルクス主義の立場から批判的に捉えようとするものである。しか

し，後述するように，冷戦後あるいは「短い２０世紀」（Ｅホプズポーム）の次の

世紀を生きる私たちは，もはやマルクス主義的なマクロ経済理論・社会理論を当然

の前提とすることはできない。とはいっても，少なくない地域社会学者が地域社会
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に展開より構造を見出そうと努めてきたことに1体を軽視すべきではないだろう。た

とえ展開を重視する立場であっても，それを枠付ける構造的成分の由来を明らかに

することは必要な作業だからである。とすれば，マルクス主義にかわる，有効なマ

クロ経済理論・社会理論に基礎づけられ，かつ地域社会の展開可能性に関連づけら

れた，新たな構造概念の導入を検討してみる必要があるのではないだろうか。

８０年代にはじまる都市社会学における空間論の展開は，ここでの考察に重要な

示唆を与える。それらが目指していたのは，社会を記述する諸概念の自明性を空間

という述語を用いて相対化することだった。たとえば地方自治体から広域自治体を

経て国家にいたり，さらに'五|家'''１関係として国際関係を捉えるような同心円的な傾

城性の概念群，あるいは経済に基礎づけられた文化や社会の[|]核に，闘技場として

の政治を置くような社会構成体の概念群などは，どれほど精繊に理論化されようと

も，元来は世界地図に描かれた境界線とか貧困に苦しむ不安定・未組織労働者の街

頭蜂起といった，素朴で具体的なイメージから導き出されたものである。しかし，

これらのイメージは古典的な国民国家・資本主義経済のうちに抱かれたものであっ

て，現代の国家体制・経済機構のうちにもそのまま流用できるものでは必ずしもな

い。こうした限界をもつ概念群を組み替えるために，その空llU的な含意（領域|小

構成体）に翻意しつつ空間論は展開された。そして，それは脱価域的な「世界都市

論」や，構成体横断的な「文化の政治学」などの具体的な成果を産み出したのであ

る。新たな構造概念には，こうした空間論の成果の適切な組み込みが不可欠であ

る8)。

さらに新たな櫛造概念には，腰|)M可能性との関連において，１１洲に関する次のよ

うな論理を組み込むことを検討しなければならないように思われる。すなわちそれ

を，現在を未来の展開可能性の拘束条件として，あるいは過去を現在の展開可能性

の拘束条件として否定的に捉えるためにのみ１１]いる（伝統的な日本資本主義分析の

いう「再生産｣）のではなく，過去を現在の展開可能性の前提条件として，あるい

は現在を未来の展開可能性の前提条件として樹極的に捉えるために用いることがで

きるのではないか，ということである。もちろん，手放しの伝統の再発見や臆病な

現状保守主義をいうのではない。高度経済成長Ⅲlのように，急激な社会変動の結果

として過去から未来への歴史的影響関係をほとんど無視してもよいような社会を生

きていない私たちにとって，過去はノスタルジーの対象ではもはやない。過去は現

在において，また現在は未来において現前し，共存し，活用し，（lill御しなければな

らないリアルな対象に他ならない,)。そうした認識を可能にするために，新たな橘
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造概念には，過去と現在および現在と未来についての積極的な影響関係という論理

を組み込むことが必要である。

ただし，こうした意味で導入される構造概念が，何らかの歴史通貫的な客観性

(歴史的必然性の神話）を前提にしないことを指摘しておきたい。現在にとっての

過去も未来にとっての現在も，現在の問題状況に関連づけられることによってはじ

めて構造として捉えられる。言いかえれば，現在の問題状況が構造分析の方向性を

定めるのである。省みれば，社会過程分析が構造概念からの離脱を図ったのも，当

時の問題状況にもとづくものだった。それでは，私たちにとっての現在の問題状況

とは何であるか。

3．現代日本社会の問題状況と社会理論：ポスト・システム社会の

地方自治体

次に，現代日本社会の問題状況について検討してみたい。本論の最終目的からす

れば，この間の地域問題と地方行政の展開（たとえば生活環境問題の多様化や介護

保険制度の導入）について具体例に即して考えるのが常識的な筋道かもしれないが，

問題の「現代的」な特質を端的に描き出すために，ここではあえて地域社会レベル

を超える問題状況に対応する社会理論の論理に注目してみたい。

９０年代において日本の社会諸科学にもっとも大きな衝撃を与えた事件の１つは，

９５年の阪神・淡路大震災だろう。社会学においても地域社会学者，都市社会学者

を含む多くの研究者が現地入りし，罹災の実態や復興の過程を研究してきた。なか

でも注目すべきなのは，社会過程分析の実質的な創案者である似田貝香門の研究で

ある。社会過程分析の作業を中断しての，５年間にわたる現地研究の成果を〆似田

貝は「市民の複数性」という概念で集約しようとしている１０)。それは，一方では震

災という「危機のフィールド」において，日常的な生活組織や行政機関がもっとも

弱い立場に置かれた人々のセイフティ・ネットとならないばかりか，かえって排除・

抑圧装置に転化しかねないという厳しい現状認識に基づいており，一方では，そう

した日常的な生活組織や行政機関の可能性を楽観的に前提にしてきた社会過程分析

は，もはや初発の価値関心（日本社会の民主化）を満たせないという厳しい学問的

反省に基づいている。とくに後者について，似田貝は社会過程分析を含む地域社会

学が前提としてきた市民概念の狭臆さと平板さを強調し，それを乗り越えるために，

政治哲学者Ｈ・アレントの「市民の複数性」概念を引用する。さらに，似田貝は２

つの市民概念を区別するために身体性という水準を導入する。つまり観念上に仮構
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された市民像から個々人の具体的身体における受苦へと水準を移してはじめて，市

民概念は狭陰さと平板さから解放されるというのである。ここには，同じくアレン

トを源とするＪ・ハーバーマスの「対話的理性」に拮抗する，新たな思想が芽吹き

つつあるといえるだろうⅡ)。ここでは市民概念をめぐる議論に身体性の水準を導入

するという論点をとくに１１１１さえておきたい。それは桐祉や社会的公正（障害者のノ

ーマライゼーションや男女の機会均等）をめぐる近年の議論の進展を地域社会研究

に組み込むときに認識の地平（それは似田貝の言うとおり「複数'4k」を基調とする）

を与えるものだからである。

「危機のフィールド」それ自体の重みには留意しなければならないが，ここで似

H1貝の述べていることをあえて一般化するならば，それは認識対象の新しさという

よりは認識;枠組みの古さの問題であるといえるだろう。ところで，こうした古さは

地域社会学にのみ見られるものだろうか。それは「市民の科学」としての戦後社会

科学という学問的認識総体の限界ではないだろうか。現代日本社会の問題状況とは，

新たな展開を見せる現実自体の問題性にもまして，学'１Ｉ的認識が自らの硬直化・化

石化のために現実から次第に立ち後れていくこととして捉えるべきなのではないだ

ろうか。とすれば，私たちは自らの認識の枠組みにjll(反省なままに現実に直面する

ことはできない。現実に敏感に反応し，認識のlIlill新を図ろうとするような学問的試

みを注意深く見出して，その論理を通して問題状況に迫り直さなければならない１２)。

近年の理論社会学・現代社会論における，現実に敏感に反応した，もっとも包括

的な理論的試みとして，見}11宗介「現代社会の理論』（岩波書店，1996）を挙げる

ことができる。見田の理論の新しさは，まず現代資本主義社会を情報化・消費化社

会として積極的に再評I11iする点にある。『現代社会の存立構造』（筑摩書房，1977）

などで包括的かつ先鋭な現代社会批判を展開してきた見田のこの転換は，実は冷戦

後という現実の新たな展開に対応している。「現存した社会主義」の総崩れ状況は，

それが積極的にせよ反面的にせよ裏付けてきた社会主義的な社会・組織理念の見直

しや組み替えを要請する'3)。また，いわゆる東欧革命の原動力が超国家的な情報化・

消費化の流れにあったという事実はⅡ)，現代資本主義社会の積極的なiIi検討を要請

する。見田の理論はこうした要請に積極的に応えるものである。ここでは社会主義

的な社会・組織理念の見直しという論点をとくに}111さえておきたい。それは，地域

社会学が「革新的な」地方自治体や社会運動に対して従来与えてきた正当性を問い

直させる射程をもっているからである。

見田の理論のより深い意味での新しさは，現在を未来の展開可能性の前提条件と
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して職種的に把握する点にある。この点は，社会ilMi1分析のもう１人のリーダー

である辿見音彦の議論と対Ⅱ((させることでより|ﾘlらかになる。迩見は現代日本社会

のllU題状況を「転換期の社会形態」と名付けている'5)。資本主義経済の全般化およ

び国家行政機構の肥大化が地域初:会や家族の共同性を侵食し尽くすというように，

現在の社会の進展が未来の社会の存続を困難にしているという現状認識である。た

しかに，これは少子化や地域社会の'41治能力の低~Iぐに対する先鋭かつ時間的な視野

の広さをもった批判的認識ではある。しかし，そうした困難な現在のうちに未来の

展Ｉ)'１可能性を見出す余地をもたないという消極I4i・祝1111の狭さも否めない。平たく

いえば，伝統的な地域社会のないところに生まれ，家族の共同生活にも縦れずに育

った人々が，そうした現在を１１}発点として子供を育てたり，社会参加を模索したり

する可能性をこの認識は掬い_上げられないのである。これとは対11(!的に，見田は現

代[1本社会を自由な社会の達成に他ならないとする。これは一見呑気な現状迫認の

ようにみえるが，現在を誰かに強いられたものでなく自ら狸得したものとして，さ

らに未来を作り11}すため１１(&_の資ﾙﾇとして捉える点で，もう１つの先鋭かつ'1$llU

的な視野の広さをもった認識に他ならない。平たくいえば，伝統的な地域社会や家

族から離脱してきた目[１１は，新たな地域社会や家族を見出していく目１１]に転換され

得るＪｌＩ本的な指向性なのである。とすれば，現代社会の問題は迦見のいうような

｢埜礎#|:会の衰耗」（高'１１保馬）’二1体にではなく，T1Tい外皮を脱ぎ去った人々の裸の

共同性（の潜勢力）が新たな埜礎社会に結実するのを支える，（liﾘ度や組織などの社

会的資源が未だ調達されていないことにある。私たちの生を剥奪されたものと見る

か独得されたものと見るかは価学的対立であってl1lllUiを許さないが，ここでは現在

を未来の展開可能性の前提条件として捉えるという論点をとくに押さえておきたい。

それは，地域社会学が地方'二1治体や地域社会のWUi造的成分に対して従来与えてきた

批判的評Ⅲliを問い直させる射程をもっているからである。

ただし，見田の理論はあくまで包hIi的な次元を１１１るものではない（日本という限

定すらないことに注意)。私たちは「'|]範囲の理論」の次元へと進み，問題状況を

地域社会次元において捉える論IM1を模索しなければならない。

近年の日本の社会学における「'１｣範囲の理論」の次元の進展は著しい。地域社会

学に関係する分野では，環境社会学における社会的ジレンマ論や，国際労働移動研

究におけるエスニシティ（文化）論などが挙げられる。ここでは，地方自治体とい

う研究対象との関連から，福祉社会学におけるポスト福祉国家論の展開をみてみた

い。この分野の最近の代表的研究として，藤村正之『棉祉国家の再編成」（東京大
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学111版会，1999）と武川正苔『社会政策のなかの現代」（東京大学出版会，2000）

を挙げることができる。それらは８０年代以降の慢性的な財政危機状況のなかで，

福祉国家がどのように自己修正しつつ存続してきたか，そして今後も存続していく

かを問題にしている。各々の個性的な論点は措いて，ここではそれらが共通に描き

１１吋限りにおいての現代社会の像一より具体的には国家一地方自治体（広域自治

体）－市民生活諸緬域の配置のされ方一に注目してみたい。９０年代を通して日

本を含む福祉国家は，その機能の外部移転（市場あるいは市民生活諸領域への）を

進めた。しかしこれは福祉国家の終焉ではなく，福祉国家的なるものの再編成（拡

散・脱国家化）と捉えるべき事態である。この動きのなかで，地方自治体は従来よ

り大きな作業領域を与えられる一方で（分権化)，その幾分かを市場や民間非営利

部門に委譲することになった（民営化)。そのうえ，従来福祉国家を支えていた市

民生活諸領域（大規模組織的な労働と近代家族的な消費生活）が現代資本主義の展

開に連れて変化してきており，桐祉国家およびその下位機関である地方自治体はそ

れらに対応するフレキシビリティをも試されることになる。ここで示唆されている

のは，福祉国家の持続的ではあるが先行き不透明な現状であり，また地方自治体が

国家の下位機関としても市民生活諸傾域の緒節としても従来の作業領域には安住で

きなくなったこと，にもかかわらず国家の下位機関としても市民生活諸領域の結節

としても依然その機能が期待されていることである。こうした状況は，迅速だが漸

進的，包括的だが機動的といった，矛盾した自己修正作業を地方自治体に要請する。

それは矛盾したものだけに試行錯誤となり，国家次元の危機とは別の小さな危機を

頗発させるだろう。これは，たとえば蓮見のように行政領域の肥大化の結果として

の市民生活の危機を強調する論理では捉えられない事態である。その意味では，ポ

スト福祉国家時代の社会とは「システム社会」（'11之内靖）というよりはむしろポ

スト・システム社会といえるのではないだろうか'6)。そこでの地方自治体も，もは

や国民国家という精巧な機械仕掛けの歯車の１つではなく，ますます広域化・不

安定化していく市場という名の大海に浮かぶ，（国家も含む）大小の手漕ぎ船の－

艘に過ぎないのではないだろうか'7)。ここでは，地方自治体の現在および未来を動

態的で先行き不透明なものと捉える論点をとくにlIllさえておきたい。それは地方自

治体を，定型化されたイメージや定説にとらわれずに経験的に研究することを要請

するからである。
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４では，どこからどう着手するか？：地方自治体研究の

社会学的課題

L￣以上の議論を踏まえて，地域社会学における地方自治体研究の具体的方向を指し

示すならば，まずそれは次の２つの視野に集約できるだろう。

第１に，地方自治体を取り巻く地域社会の現状把握については，「第１の将来的

課題」すなわちそれを定式化する際の単位設定の'１１１題も含めて，そこに展開する家

族と住民団体の現代的位相の解明が要請される。家族社会学や社会運動研究の成果

に加えて，近年注'二1されている「臨床社会学」的な社会的相互作用研究や組織論的

な視野をもつＮＰＯ・ＮＧＯ研究に学び１８)，またそれらに連接可能なように新たな地

域社会像を描き出さなければならない。その際留意すべきなのは，地域社会におけ

る家族と住民団体の配置のされ方である。安定した家族群を支える／に支えられる

住民団体，そしてそれらによって埋め尽くされた地域社会といった集団主義的なイ

メージではもはや捉えられないのであって，消費個人主義の社会における市民的要

求の膨大な堆積と急速な流動を，それ自体も変化しつつある家族と住民団体がそれ

ぞれパッチワーク状につなごうと懸命に努めているというのが現状なのではないだ

ろうか。またパッチワークの縫い目にあたるのは，近代家族のイメージや抽象的な

市民理念ではなく〆似田貝のいうように具体的なTlj民個々の身体への関心だろう。

とすれば，家族や住民団体における共同化・組織化の現代的な論理とは，その本性

からして共同的な存在である理念の共有ではなく，その本性からして個別的な存在

である身体の集合の，限られた意味での共同管理であるといえるのではないだろう

か。この点から，「第３の将来的課題」すなわち地域社会の展開可能性のより広い

範囲への共有可能性の検証方法に見通しをつけることができる。つまり，人々の具

体性が抽象的な市民理念へと集約されていくことを前提とするような意識調査はも

はや用をなさないのであって，人々の具体性を可能な限り多様なままに把握する，

文字どおりの意味での「市民生活実態調査」が要請されるのである。集合的な身体

性に照準した地域社会調査とは，おそらくまだ先例がないが，少なくともそれは意

識調査のように職業的社会学者が独立して行うものではなく，公共機関によるさま

ざまな統計に連接可能な，多様性・多元性の組み込みに配慮した戦略的なものでな

ければならないだろう。

第２に，「第２の将来的課題」すなわち地方自治体そのものの現状把握について

は，それが変動する地域社会のなかでは相対的に静態的．自己保存的な存在として
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現われてこざるをえない点をもって，それを地域社会の構造（的成分）として捉え

ることを提案したい。もちろん地域社会のＩ１ｌｌすなわち家族や住民団体にも，かって

禰武が見たような，家族主義・集団主義の文化といった静態的・自己保存的と見な

せる'''１面がないとは言い切れない。一方の地方自治体にしても，先に述べたように

動態的で先行き不透|ﾘ]な状況のなかで試行錯誤を繰り返しているのだから，その作

業傾城のすべてを構造と呼ぶのは行き過ぎだろう。しかし，地方自治体は歴史的に

獄み上げられ，自己防衛的な本性をもつ公的な洲i'１度に基づく多人数の組織である

がゆえに，外部の変化にull応し難く，また外部の多様性に一律的・硬直的に対応し

がちであることは確かである'０)。そしてそれは111なる遅滞・硬直ではなく，地域社

会のうちに現前し機能する遅滞・硬直なのである。この点に先に検討した新たな構

造概念を導入する意味が兇ｌｌｌされる。つまり地方ltl治体は，静態的・自己保存的な

性質によって過去から現在を経て未来に至るiiMIm的な影響関係を地域社会にのうち

に与えているという意味において，地域社会の|川造なのである。この視野は自治体

の多様で微細な活動実態を見落とすことがない。柵造は細部にも宿っており，それ

は概極的に見出されるべきものだからである。さらにいえばこの構造は，ポスト・

システム社会を私たちが漕ぎわたっていく際の舵ともなり，碇ともなるものという

意味で，地方自治体の地域社会における存在意義にlHlわるものであるとさえいえよ

う。

以上のように視野を定めることによって，より具体的な研究方針をいくつか指し

示すことができる。

第１に，こうした視野の~ﾄﾞでは，自治体のある作業傾域（たとえば財政）にの

み予め優先''１N位をつけるような研究方針は採川されない。かといって，自治体全体

を均等に見渡すような研究は，どれだけ大規模な研究組織を動員しても不可能であ

るし，冗長に過ぎる。任意に選ばれた部分的な伽域に「臨床的に」接近するような

研究の積み重ねが可能かつ有効な方向である。

第２に，構造を分析する際の方法論は，藤村が指摘するようにまずは組織論的

なものとなるだろうが，社会学の伝統的な長所を活かすならば，さらに人とＩｌｉＩ度の

２つの次元に分けて捉えることが有効な方向である。人の次元では，理解社会学と

呼び慣わされてきた方法を川いるべきである。それは，組織を支える人びとの一人

ひとりの精神（そこに働くA1(者と)|(||断）に遡及することによって，かれら'二1身の反

省を促す契機を与え，また彼ら以外の地域社会の成員の理解・共感可能性を611り'１｝

す契機ともなるという意味で，ヒューマニスティックな方法である。自治体職員を
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はじめとする地方自治体の｛|i'|度的成員に対する，詳細かつ対話的なインタヴュー調

査が具体的な調査方法となるだろう20)。

制度の次元では，もちろん社会過程分;折がそうであったように財政学や行政学，

あるいは法律学の方法に学ぶべきではあるが，そこに留まらず，社会学オリジナル

の｛Iil1度分析の方法を開拓すべきだろう。ところが，これは理解社会学とは対照的に

まだ議論の余地を残している学問傾城なのである２１)。本論では，それは社会形態学

的な方法であると主張したい。それは法．行政上の文言（コトパ）のみならず職員

や施設の配置形態（ヒトおよびモノ）も含めて同じ認識の地平に置き，それらの実

在としての拘束力を分析する。コトパから一旦離脱することによって，日常的な認

識の外にあるIill度の配置まで認識・操作可能なものとしようとするという意味で，

これは主知主義的な方法である。こうした分析にこそ，先に述べた空ＩＭＩ論の成果を

活１１]し得るだろう。自治体関連の各種資料の計湿的な手法を含めた収集と再構成が

具体的な調査方法となるだろう22)。

第３に，こうした視野は構造の形成過程としての地方自治体の歴史の分析を要

請する。もっともこの歴史は，教科書のように一国規模以上の広がりと通史的な一

貫性をもつ必要はない。あまり良い例えではないが，企業のliM年記念事業としての

社史編纂に見られるような現在の関心に限定づけられたもので十分であり，かつそ

れが必要なのである23)。どれほどまで時間を遡るかという問題については，対象と

なる部分的な領域の性格によるけれども，一般的には１９４５年までといっていいだ

ろう。先に取り上げなかった９０年代の問題状況の１つに，半世紀を経ての戦後国

家体制の精算をめぐる議論があったが，地方自治体はこの体制の核心的領域の１

つに他ならない。つまり現在の地方自治体は，第二次世界大戦後という歴史的社会

空間のうちに形成されてきたのであって，それを構造として把握することは，そう

した経緯を抑圧し忘れ去ることではなく，活1Ｕしつつ乗り越えていくことなのであ

る24)。

本論の最後に，以上のような方針に魁づいて産出される地域社会学の知識の利用

IIli値について述べておきたい。先に述べたように，それは地域社会における地方自

治体の存在意義を明らかにするはずである。これは市民の０１１から見れば，地方自治

体にアクセスすること，さらには地方自治の主体となることのメリットを選択的に

再認識する一助となるということである。しかし，冷静な目でみれば，市民にとっ

て地方自治体はあくまで選択的な存在に過ぎないのだから（その傾向は民営化によ

ってますます進行するだろう)，地域社会学の知識がかえって市民に地方自治体に
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アクセスすることを積極的に選ばせなくするという可能性を排除できない。むしろ

Tlj民社会の一般論としてはそれが望ましいという評llliもあり得るかもしれない。一

方で，地域社会学の知識がlilli尖に生産的な効果を与えると考えられるのは，自治体

職員をはじめとする地方[1治体の↑||度的成員に対してでである。それは彼らの細分

化された日常的職務を時|Ｈ１的・空ｌＩｌ１的な視野の広がりのなかに捉え直すことを可能

にし，またそうした職務が地域社会の展開に果たす意義をlﾘ｜らかにする。ポスト・

システム社会のなかで常にlNjil(な舵取りを強いられる彼らにとって，それは小さく

ない知的かつ精神的な助力となるのではないだろうか。逆に言えば，もはや客観性

や知性の先験的な優越というＩ１ｌｌｌ話に安住できるはずもない，現代の科学の一部とし

ての地域社会学の存在意義は，地域社会のIlill度的成員とのそうした関係にこそ懸け

られているともいえるのではないだろうか25)。

注

l）本論では，大森;Miが「'しI:会学ﾘﾘﾘU」（ﾘﾑ文蝋，1988）で示しているように，地力[1治

体という術語を，地方政''１およびそれに制度的にＩＨＩ巡づけられた限りにおいてのTljlMi

hIi諸領域と定義して１１}いる。それに対して地域|<l:会という術語を，一定の地IM1的Iili域内

に見られる』|：活諸活動の架台態（必ずしも地域内完結性を志Ｉf］するとは限らない）と定

義して川いる。

2）巡見音彦編「地方|:船体とTljlMi活」（東京大学111版会，1983)，迩兄音彦・似H1貝

呑''１１．矢瀞溌子編「都Tli政策と地域形成」（東京人2Ｗ１１版会，1990)，似}{111番'１り゜迦

見音彦編「郁市政策とTlilMiiili」（東京大学111版会，1993)。これらの総括的論文災と

して蓮見音彦・似}{11F１番'１V・矢潔溢子編「現(MllTljと地域形成」（東京大学111版会，

1997）があり，その第１０章に||]縞は収録されている。なお，｜|]稿は元々地域社会学会

イI:報第８染「地域社会学の|回１１mと展望」（時ﾊﾞﾘ11<|:，1994）に褐jli2された「地域|(|:会学に

おける現(WillTljlJ1究の方法と課題」を，その後のＩＵＩ究成果を踏まえつつＩⅡ除訂Iliしたも

のである。

3）桶武の「構造分析」から巡見・似|H貝の「社会過曝分|斤」への学説史-1:の股|＃1につ

いては，迦見宵彦「戦後股付社会学の射程」「社会学評論」３８（２）（有斐|H1,1987）

を参照されたい。

4）この論点については，似''111杏|'リ「都Tlj社会とコミュニティの社会学」（放送大学教

育振興会，1994）を参照されたい。

5）この論点の意識の次元については11｣田昌弘「近代家族のゆくえ」（新曜社，1994）を，

形態の次元については''1111ノル「'三１本illTIjのLli活変１１Ⅱ)」（助草書，｝，2000）を参11<(された

い。
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６）日本の社会学における最近の社会階層研究については盛lll和夫・原純輔「社会階層」

（東京大学出版会，1999）を，また経済学における不平等概念の再検討についてはＡ・

セン「不平等の再検討」（岩波書店，2000）を参照されたい。

７）この論点については，高橋|ﾘ】善・蓮見音彦・山本英治編「農村社会の変貌と農民意

識」（東京大学ｌｌＩ版会，1992）を参照されたい。ちなみに同書は村落の構造分析の３０

年後におけるパネル的調査の報告書である。

８）この論点については，吉原直樹「都市空間の社会理論」（東京大学'1}版会，1994)，

および花田達朗「メディアと公共圏のポリテイクス」（東京大学出版会，1999）を，さ

らに空間論的な都市社会研究の好例として，町村敬志「｢世界都市」東京の構造転換」

（東京大学出版会，1994）および「越境者のロスアンジェルス」（平凡社，1999）を参

照されたい。

９）この論点については，拙稿「地方自治体の情報化と地域社会の構造転換」「山梨大学

総合情報処理センター紀要』1（同センターＨＰにて閲覧可能，1998）を参照されたい。

10）似田貝香門「市民の複数性一今日の生をめぐる〈主体性〉とく公共性>」地域社会学

会創立２５周年記念シンポジウム報告レジュメ（未公刊，2000)。また同「再び共同行

為へ」環境社会学会編「環境社会学研究」２（新曜社，1998）も参照されたい。

11）この論点については，拙稿「公共圏」地域社会学会編「キーワード地域社会学」（ハ

ーベスト社，2000）を参照されたい。

12）この論点については，拙稿「現代都市社会学と知の枠組み」「三色旗」６２２（慶應義

塾大学通信部，2000）を参照されたい。

13）この論点については，塩111仲明「現存した社会主義」（勁草書房，1999）を参照され

たい。

14）この論点については，花田前掲書を参照されたい。

15）蓮見音彦「転換期とその社会形態」蓮見・似田貝・矢鐸編前掲書。

16）むしろ「システム社会」の実相は，ポスト・システム状況に反動的に対応する諸政

治勢力のイデオロギーのうちに見出されるものではないだろうか。この論点については，

中野敏男「ボランティア動員型市民社会論の陥穿」「現代思想」２７（５）（青土社，

1999）を参照されたい。

17）この比噛は，Ｎ、ウィーナーの「サイバネティクス」にアイデアを得ている。サイバ

ネティクスとは操舵手を意味するギリシア語からの造語で，人間の社会は熱力学第二法

則の貫徹する自然的世界のうちにあって局所的にそれに抵抗する他ない存在であり，そ

うであるからには効果的に抵抗する手段を見出さなければならないという世界観に基づ

いている。ウィーナー「人間機械論第２版」（邦訳，みすず書房，1979）を参照され

たい。

18）この論点については，佐藤恵「ボランティアの自己アイデンティティ形成」「地域社

7３



会学会年報」１１（ハーベスト社，1999)，および7i1j水洋行「都市iilj編過程における「官

民パートナーシップ」の諸論HI1」「東京学芸大学紀要第３部'１リ社会科学」４８（東京

学芸大学，1997）を参照されたい。

19）しかし，これも常にそうであるとはやはり言い切れない。桶武直が問題にした戦後

農政の浸透過F1!とは，無条件降伏・占領下という特殊な状況の下ではあるが，公的な制

度の急速で，機動的な変化といえるものだった。その意味では，彼の構造分析と本論の

構造分析とでは構造的成分と変動的成分が逆転しているのである。

20）こうした方法による試行的な調査報告として，１１１１稿「｢市民参りⅡ」と自治・民主主義」

北川隆吉編「巨大都市における(j;民組織と行政・政治への住民参加」（東京自治１１１題研

究所，1996)。

21）この論点については，癖lll和夫「(Iill度論の|肺図』（§11文社，1995）を参照されたい。

22）こうした方法による試行的な調査報告として，’''１稿「粉飾された都市」似Ulll香lMj

編「現代都Tljの社会階層と集lill・団体」（科研費報告書，1995)。

23）この点に|Hける試行的調僻Ⅱ告としても，｝ｌＩＩ縞「｢Tl『民参加」と|当|治・民主主義」前

掲。

24）この論点については，1111橘「社会運動の戦後的位相」矢澤修次郎編「講座社会学１５

社会運動」（東京大学出版会，近刊）を参照されたい。

25）本論では，地域社会の構成I'１位を背景から意味づけ，またそのIlli造を基礎づけるよ

うなマクロ経済理論・社会理論について詳しく論じることができなかった。本論の文脈

からすれば，それは見田の「現代社会の理論」に求めるべきだろうが，先に述べたよう

にそれは，再び藤村のアイデアを借りれば「１１''''1集団」の次元の適切な理論化を欠いて

いるために，そのまま用いることができない。ただ，それが現代社会の情報化・il1i費化

という'''１面に関心を集中させていることから，有効なマクロ経済I1l1論・社会I1l1論は，少

なくともそうした側面を踏まえることが要諦されるだろう。この論点については，llll稿

「情報化・il1拙化社会からの展到』」１１１梨大学公|)}1識座「地域と情報」編集委員会編「地

域と情報」（１１１梨日日新聞社，2000）を参１１((されたい。
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